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摘 要 
福島県伊達市の調査地域において、市販の線量計を用いた山林や河川の環境放射線の調査や、鉛インゴ
ットを溶融させて作製した遮蔽容器と線量計を組み合わせた簡易土壌分析装置を開発するとともに、ヒ
マワリ栽培による除染の効果など、地元住民が関心を持つ項目について検証実験を行った。線量計を用
いた環境放射線の測定では、長期にわたりコンスタントに調査を行うことにより、航空機モニタリング
では捉えることのできない有用な情報を得られることを示した。簡易土壌分析装置の開発では、少ない
量の試料で、短い時間で多数の試料を分析する方法を確立した。さらに、放射性セシウムを移行させや
すい環境下におけるヒマワリの試験栽培では、根系を含む分析により、ヒマワリはファイトレメディエ
ーションの作物として適していないことを明らかにした。 
 
Ⅰ はじめに 
 
2011 年 3 月に発生した福島第一原発事故では、
東日本の広範囲に放射性物質が沈着した。福島県
内では放射性物質汚染対処特措法に基づき、伊達
市など 11 市町村が除染特別地域に指定され、現在、
国主導の除染が行われている。 
除染や継続的な調査が必要な地域には、地理的
環境やその他様々な条件の差異に起因する、個別
地域的な問題も存在する。このため、国や自治体
が行った特定の地域を対象に行った調査結果を一
般化して個別地域的な場面に適用するには限度が
あるし、必ずしも受け入れられない場合もある。
地域社会が直面する放射能の問題は、国・自治体
が一律に主導し得るものではなく、それぞれの地
域社会が保有する様々な諸資源を活用し主体的に
納得できる形で取り組むことが求められる。 
著者の中野は伊達市の出身であり、県内の農家
と個人的な繋がりが多く、原発事故以降、放射線
物理学や土壌学の研究者の協力を得ながら農家と
共同で土壌調査や除染の研究を行ってきた（中野, 
2012）。これまでの活動を通して、国や自治体、研
究者は、地域住民が抱いている放射能に関する疑
問に対して必ずしも必要な情報を提供していない
こと、地域住民が主体的に調査を行うことの重要
性を認識するに至った。 
地域住民が研究機関と連携して調査を進めてい
く場合には、研究機関が有するガイガーカウンタ
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ーや Ge 半導体検出器、BAS 等の高価な分析機器
を用いた空間線量や各種試料の分析を行うことも
可能であろう。しかし、こうした機器が使用でき
ない場合や、調査個所の多さを考えると、線量計
など身近な資源を活用した簡便に行うことのでき
る調査を進めていくことが現実的な選択枝となっ
てくる。その場合、何をどこまで明らかにするこ
とができるのかについての知見は、調査を進めて
いくにあたって重要な情報となる。 
本研究は、身近で容易に入手できる線量計を用
いて伊達市内の山林や河川の空間線量の測定、線
量計と鉛の遮蔽容器を用いた簡易土壌分析装置の
開発を行い、その有効性を検証した。さらに、住
民の多くが疑問を抱いているヒマワリを用いた除
染について、その効果を明らかにするための試験
栽培を行った。 
第 2 章では線量計を用いた山林と河川の放射線
の測定や、開発した簡易土壌分析装置について、
第 3 章ではヒマワリによる除染の効果を明らかに
するために行った調査内容についてそれぞれ述べ
る。 
 
Ⅱ 森林・河川の環境放射能調査 
 
1. 山林の空間放射線量の測定 
地域の過半を占める除染が行われていない森林
地帯の汚染状況の実態は、住民が必要とする情報
の一つである。原子力規制委員会による航空機モ
ニタリングの測定結果は、森林地帯の放射線量の
傾向を知る上では有益な情報である。しかし、航
空機モニタリングは、対地高度約 300 m 上空で、
航空機の下部の直径 600 m の円内を平均化して得
られた計数率と、地上のテストポイントで測定さ
れた空間線量率との関係から地表面から高さ 1 m
の空間線量率を求めたものである。このため、林
内の微地形や植生の影響等による空間放射線量の
差異を反映されるほど空間分解能は高くはなく、
山林の放射線量の実態の把握には、森林内を歩い 
図 1 森林調査を行った調査地 
 
て調査を行うことがどうしても必要になる。 
福島県伊達市霊山町大石地区の山林を調査地と
して、平成 24 年 4 月 30 日、6 月 3 日、8月 26 日、
11 月 14 日および平成 25 年 3 月 27 日の計 5 回、
線量計を用いた空間放射線量の測定を行った。線
量計は株式会社テクノエーピー社の TC100S を用
いた。測定結果を GPS（ガーミン e-trex30）に入力
し、カシミール 3D で測定結果を図示した。調査
地（図 1）は、福島原発から北西に約 50 km の地
点にあり、阿武隈川の支流の一つである祓川の最
上流部に位置している。調査地域の基盤岩は白亜
紀に貫入した阿武隈花崗岩類である（産業技術総
合研究所, 2014）。航空機モニタリング（文部科学
省, 2012）によると、調査地域の 134Cs と 137Cs の沈
着量は 100-300 KBq/m2、空間放射線量は 0.2-0.5 
μSV/h である（図 2の P1－4）。 
調査地は、4 つの尾根に囲まれた 2 つの谷（谷
Ⅰ、Ⅱ）を含んでおり、起伏の大きい森林におけ
る放射能の動的挙動を追跡するために適している。
調査場所の選定では、地元の地形や水理に詳しい
著者の一人である高野の意見を参考に中野が決定
した。谷Ⅰ、Ⅱの合流部の標高は 250 m で最も標
高の高い A地点の標高は 330 m である。谷では厚
い真砂の土壌が存在するが、尾根の土壌は固く真 
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図 2 文部科学省の航空機モニタリングによる調査結果 
 
砂はほとんど存在せず、15 cm 程度の深さで基盤
岩に達する。調査区域全体は広葉樹林で覆われて
いるが、谷Ⅰ、Ⅱの一部はスギが植林されている。
また、谷Ⅰ、Ⅱには水の流れはみられないが、合
流付近の西側からは厚く堆積した落葉層から渓流
水が染み出しており下流に流出している。本研究
では、谷Ⅰ、Ⅱの合流部を起点に谷Ⅰ、尾根 A地
点、尾根 B地点、谷Ⅱを経て合流部までの移動距
離で約 560 mの空間放射線量を測定した。地表 1 m
の高さの空間放射線量を約 10～30 m 間隔で測定 
を行った。線量計は株式会社テクノエーピー社の 
図３ 森林内の空間線量（地上 1 m） 
図 4 谷と尾根の平均線量の経時変化 
 
TC100S を用いた。測定結果を GPS（ガーミン
e-trex30）に入力し、カシミール 3D を用いて山旅
倶楽部の地図に測定結果を図示した。 
全 5 回における全測定ポイントで測定した空間
線量を図 3 に示す。谷Ⅰと谷Ⅱの線量は 0.3～0.6 
μSV/h、尾根部では 0.2～0.4 μSV/h であり、尾根に
比べ谷部で空間放射線量が高い傾向が見られた。 
また、谷Ⅰ、尾根、尾根Ⅱの 3 区域の線量の平
均値の推移を図 4 に示す。谷Ⅰ、尾根、谷Ⅱのい
ずれも、時間の経過とともに線量が低下している
ことが確認できた。2012 年 4月 30 日から 2013 年
3 月 27 日までの間に、谷Ⅰ、尾根、谷Ⅱでそれぞ
れ 23%、32%、28%線量が低下した。尾根が谷よ
りも線量の低下が大きい傾向が見られた。この期
間の放射性セシウムの物理的減衰による線量の低
下は 20％程度と見積もられるので、上記の 3 地点
における線量の低下はこの値よりも大きい。この
理由は、次節で述べるように放射性セシウムの下
方への移行によるものであろう。また、2012 年 11
月 14日から 2013年 3月 27日の冬季を間に挟む期
間は線量があまり低下しなかった。これは、放射
性セシウムが沈着した葉や枝が落葉や積雪などに
より地表に堆積したことや、雪解けによる土壌の
流入などが理由として考えられる。 
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2. 山林内の土壌調査 
動物や自然壊変的な撹乱を受けていない 3 地点
（谷Ⅱ：P1・P2、尾根：P3）にて、トレンチを掘
り、表層部からリター層を取り除き、表層部から
深さ 5 cm ごとに、ステンレス製の採土器を用いて、
それぞれ 45 cm、20 cm、15 cm の深さまでの土壌
試料を採取した。また、線量計(TC100S)を用いて
地上高 0 m と 1 m の線量を測定した。採取した土
壌試料を電気炉で 100 ℃で 12 時間乾燥後、30 メ
ッシュのステンレス製の篩を用いて細かい土壌粒
子を篩い分け、試料を U-9 容器（φ50 mm×30 mm）
に入れ、琉球大学機器分析支援センターの Ge 半導
体検出器（CANBERRA BE2825 相対効率 15%）で
土壌中の 134Cs と 137Cs の分析を行った。 
表 1 に、P1～P3 における土壌の深度ごとの 134Cs
と 137Cs の濃度を示す。いずれの調査地において
も、深度 0～5 cm で放射性セシウムの濃度が最も
高く、10,000 Bq/kgを超えていることが分かった。
深度 5 cm 以深では、急激に放射性セシウムの濃度
は低下するが、P1 では深度 40 cm 以深においても
134
Cs と 137Cs が検出された。 
森林内における深さ 15 cm までの平均の放射性
セシウムの濃度を求めると、4,000-6,000 Bq/kg と
なる。調査地周辺における原発事故後に除染や耕
起のされていない畑の平均的なセシウムの濃度は
1,000～2,000 Bq/kg 程度（深さ 15 cm までの平均）
であるので、森林内土壌のセシウム濃度はこの値
よりもやや大きい。森林内の土壌では落葉層等か
ら土壌に放射性セシウムが移行したことにより、
原発事故の発生年よりも翌年にセシウムの濃度が
高くなっている傾向がみられる（林野庁, 2013）。
加えて、森林内では、原発事故後に、放射性セシ
ウムが沈着した樹皮や枝の落下、枝から放射性セ
シウムが転流した新葉などの落葉によりこれらが
地表に堆積することが、森林土壌で畑よりも土壌
中の放射性セシウムの濃度が高くなる理由と考え
られる。 
前述の空間線量の比較では、谷よりも尾根の方
が空間線量は低いが、土壌中の放射性セシウムの
濃度は尾根の方が高いことがわかった。尾根にお
いて放射性セシウムの濃度が高くなったのは、原
発のある南東方向からの放射性プルームが直接尾
根に吹きつけたことによるものと考えられる。調
査地の谷部は北東～南西に走る尾根の影の部分に
位置しているために、放射性セシウムの沈着量が
尾根よりも少なくなった。伊豆半島においても、
 深さ  (cm) 134Cs(Bq/kg) ①  137Cs(Bq/kg) ②  134,137Cs(Bq/kg)  ②÷①  ②－2×①  
P1 
0-5 3,640   7,130   10,770   1.96 － 
5-10 430   860   1,290   2.00 － 
10-15 177   350   527   1.98 － 
15-20 55   122   177   2.22 12 
20-25 28   69   97   2.50 11 
25-30 19   45   64   2.40 7 
30-35 1.7 8.7 10.4 5.11 5.3 
35-40 6.2 18   24.2 2.90 5.6 
40-45 1.2 6.3  7.5 5.30 3.5 
P2 
0-5 4,230   8,540   12,770   2.02 － 
5-10 310   690   1,000   2.22 70 
10-15 23   56   79   2.43 10 
15-20 13   40   53   3.11 14 
P3 
0-5 6,500   13,000   19,500   2.00 － 
5-10 57   141   198   2.55 27 
10-15 8   27   35   3.40 11 
 
表１ 土壌中の放射性セシウムの濃度 
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原発の存在する北東側に対して、尾根を越えた南
西側で線量が低くなることが報告されている（小
山, 2012）。 
放射性セシウムの濃度は、深さ 0-5 cm では、谷
部より尾根の方が高いが、5 cm 以深においては、
谷部の方が尾根部よりも高い。これは、谷部と尾
根の土質の違いによるものと考えられる。谷部の
表土は厚い真砂から成るのに対し、尾根では真砂
はほとんど存在していない。放射性セシウムは砂
地土壌で下方に移行しやすいという報告がある
（Rosén et al., 1999）。谷部において、下方に移行
しやすいのは、谷部は厚い真砂の土壌から成るた
めと考えられる。また、谷は尾根よりも放射性セ 
シウムの下方への移行が大きいが、放射線量の減
衰率が尾根よりも低いのは、地形や植生の違いな
どから、放射性セシウムが沈着した樹皮や枝、枝
から転流した葉の落葉は、谷の方が多く集まりや
すいことによるものと推測される。 
 
表 2 P1－P3 における空間線量 
地表 0 m と 1 m における線量を比較すると（表
2）、谷部では地表 0 m に比べ 1 m における線量は
ほとんど変化しないのに対して、尾根では大きく
低下する。この原因も、地形や植生の差異などが
理由として考えられる。一例として地形の影響を
考える。谷部で 3 方向を放射性セシウムが沈着し
た急傾斜の尾根斜面に囲まれている。谷部におい
ては、地表 1 m では 0 m に比べて直下の地表から
受ける線量は減少しても、斜面から受ける放射線
量は低減しない。これが、谷部で 0 m と 1 m とで
放射線量がほとんど変化しない主な理由であると
考えられる。福島県のモデル地区における除染に
おいても、周辺斜面から受ける放射線について議
論がなされている（環境省, 2012）。 
今回の調査から土壌中の核実験由来の放射性セ
シウムの濃度を見積もることができる。1960 年代
の核実験時代に放出された 134Cs（表 1 の①）は半
減期が短く現在では検出することが困難であるこ
とから、今回検出された 134Cs は今回の原発事故で
放出されたものであるといえる。原発事故直後は、
134
Cs：137Cs=1：1 程度であったが、134Cs の半減期
は約 2 年と短いため、調査を行った時点では
134
Cs：137Cs=1：2 程度となっている。このため、
土壌中で検出される今回の原発事故由来の 137Cs 
（表 1 の②）は、検出された 134Cs の 2 倍程度であ
ると考えられる。各調査地点では深い場所ほど今
回検出された 137Csは 134Csの 2倍よりも大きく（②
÷①）、この超過分は 1960 年代の核実験由来のも
のであると考えられる。検出された 137Cs の濃度か
ら 134Cs の濃度の 2 倍を乗じた値を差し引くと（②
－2×①）、核実験由来の 137Cs を求めることができ
る（表１）。例えば、P1 地点の深さ 35-40 cm の土
壌中の 134Cs と 137Cs は、それぞれ 6.2 Bq/kg、18.0 
Bq/kg であるので核実験由来の 137Cs は 5.6 Bq/kg
と算出できる。P1～P3 における地表から 15 cm 以
深では、最大で 14 Bq/kg の核実験由来の 137Cs が
含まれていることが推定できた。ただし、表層に
近い部位では、核実験によるものよりも今回の原
発事故により沈着した放射性セシウムの方が圧倒
的に多いため、各実験による寄与を見積もること
は困難である。 
 
3. 渓流水の放射性セシウムの調査 
谷Ⅰ、Ⅱから合流部の西側の下流部側 50 m 地
点付近（P4）の厚く堆積したリター層下部より染
み出している渓流水 2 Lをポリ容器に採取し、試
料をマリネリ容器に入れ，琉球大学機器分析支援
センターの Ge 半導体検出（CANBERRA BE2825
相対効率 15%）で測定した。 
P4 で採取した渓流水を分析したところ、放射性
セシウムは不検出（検出限界：1 Bq/kg）であった。
リター層から溶出する放射性セシウムの大部分は 
 地上 0 m の線量(μSV/h) 地上 1 m の線量(μSV/h) 
P1 0.463 0.487 
P2 0.446 0.466 
P3 0.448 0.325 
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図 5 河川調査を行った調査地 
 
土壌に吸着され、水系への放射性セシウムの移行
はあったとしても極めて緩慢であると考えられる。
林野庁が行った調査においても、渓流水として森
林外に流出する放射性セシウムはほとんどないこ
とが示されている（林野庁, 2013）。 
 
4. 河川の環境放射線調査 
平成 24 年 11月 13 日に、阿武隈川と摺上川が合
流する福島県伊達市伊達町の阿武隈川（P5：伊達
市伊達町）と、阿武隈川の支流である広瀬川（P6：
同市霊山町）にて地上 1 m の空間放射線量の測定
を行った（図 5）。P5、P6 地点ともに、航空機モニ
タリングの調査によると、134Cs と 137Cs の沈着量
は 100-300 KBq/m2、空間放射線量は 0.5-1.0 μSV/h
である（図 2）。両河川ともに、土手から河原にか
けて任意のルートを歩き、約 10 m 間隔ごとに線量
を測定した。測定結果を GPS（ガーミン e-trex30）
に保存し、カシミール３D を用いて山旅倶楽部の
地図に測定結果を図示した。 
図 6 に阿武隈川と広瀬川における測定結果を示
す。阿武隈川（図 6a）では、周辺の行政区域の平
均的な空間線量は 0.3〜0.5 μSv/h 程度であり、草
が茂っている土手も同程度の線量が測定されたが、
河原の大部分の線量は 0.06〜0.12 μSv/h と、土手
より低いことがわかった。特に河川礫が広がる河
川の中州の線量は 0.1 μSv/h 以下の場所が広く分 
図 6 河川の地上 1 m の空間線量 
（a: 阿武隈川, b: 広瀬川） 
注. 白抜きの丸は位置確認のためのマーキング 
 
布していることが分かった。 
広瀬川（図 6b）では、周辺の行政区域の平均的
な空間線量は 0.6〜0.7 μSv/h と比較的高いが、河
原の大部分の線量は 0.1〜0.2 μSv/h 程度と、周囲
よりも低い。阿武隈川に比べて、広瀬川河原の線
量がやや高いのは、広瀬川が阿武隈川よりも川幅
が狭く、周囲から放射される放射線をより多く受
けやすくなっているためであると推測される。 
河原の空間線量が低い理由は、もとは原発事故
により放射能が沈着していたが、増水時に放射性
a. 
b. 
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図 7 遮蔽容器の作製方法 
 
セシウムを吸着した土砂が水のはたらきによって
下流に押し流されたためであると考えられる。 
 
5. 市販の線量計を用いた土壌分析 
 土壌中の放射能の分析には Ge 半導体検出器が
使用されるが、多数の試料の分析を調査研究機関
に依頼すると多額の費用と時間を要する。土壌中
の放射能を簡易的に推定するために、Ge 半導体検
出器を用いず、NaI サーベイメーターを用いて土
壌とバックグラウンドのカウント数の差から求め
る試みも行われている（福島県農業総合センター, 
2011）。この方法では、福島県内などバックグラウ
ンドの線量が高い場所で測定を行うと土壌の放射
能を推定することが困難になる場合もある。また、
μSV/h で表示される市販の線量計を用いた方が住
民も分かりやすいと考え、鉛の遮蔽装置の中に試
料と市販の線量計を入れて土壌分析を行うシステ
ムの構築を試みた。 
本研究では、厚さが約 4 cm の鉛製の遮蔽容器を
市販のペレット状の鉛インゴットを融解させて作
製した。鉛インゴットはインターネット上で容易
に入手可能なものを使用した。試料と線量計を遮
蔽容器内部に入れて線量を測定した。線量計はパ
ソコンに接続し、線量をパソコン上でモニターす
る。試料を入れるプラスチック製容器と線量計の
大きさを考慮に入れて設計を行った。 
遮蔽容器の作製方法は以下の通りである。鉄製
の遮蔽容器の外形となる底のついた円筒容器を作
製する（図 7）。円筒容器は、容器の底面と側面と
なる型板を鉄板から切り出し、側面はボルトとナ
ットで固定し、底面は耐熱性接着剤を用いて接着
させることにより作製する。容器の底に鉛インゴ
ットを敷き詰め、空き缶とガスバーナーを用いて
融かした鉛を流し込む操作を繰り返し、遮蔽容器
の型板の底部に厚さ 4 cm 程度の鉛の底をつくる。
次に、線量計が入る大きさに金属板を加工して作
製した円筒を、鉛の底部の上に置き、耐熱性接着
剤で固定する。この円筒と遮蔽容器の外形となる
円筒の間に鉛インゴットを流し込み、遮蔽容器の
側面をつくる。この時、融かした鉛の熱により外
側の型板が変形しやすくなるため、側面の型板の
断面と同型の円に切り抜いた鉄板を側面の型板に
はめ込み、変形を防いだ。遮蔽容器の蓋も同様の
方法で作製する。使用する鉛インゴット 40～50 kg
は 2 万円程度で購入できるため、市販の同タイプ
の遮蔽容器の 1/10程度の予算で作製することがで
きた。 
線量計を用いた試料からの放射線の測定は次の
ように行った。蓋のついているポリ容器に試料と
なる土壌 17.6 g を作製した遮蔽容器の底に入れ、
この上に線量計（TC100S）を入れて線量を測定す
る（図 8）。放射性セシウムの濃度が既知の試料 9
試料と、各試料を遮蔽容器に入れて線量計で測定
された線量を読み取り、試料の放射性セシウムの
濃度と線量の関係を調べた。試料には、2011年に、 
図 8 開発した鉛の遮蔽容器 
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東日本の各地で採取し、Ge 半導体分析計を用いて
分析を行ったものを用い、土壌採取日から本実験
までの時間経過による放射性壊変の影響を補正し
たものデータとして使用した。 
遮蔽容器と線量計を用いた土壌の分析は京都教
育大学にて行った（空間線量は 0.060 μSv/h）。遮
蔽容器の中に線量計のみを入れた場合、線量は
0.003 μSv/h を示し、約 95%の放射線を遮蔽できる
ことが分かった。放射性セシウムが沈着していな
い真砂をプラスチック容器に入れて計測した場合、
線量は 0.012 μSv/h であり、この線量を示す試料を
134
Cs＋137Cs が 0 Bq/kg の試料とした。図 9 の 
 
 
 
ように、測定された線量と土壌中に含まれる放射
性セシウム（134Cs＋137Cs）とは概ね相関があり、
測定した線量を Y(μSv/h)、土壌の放射性セシウム
（134Cs＋137Cs）を X(Bq/kg)としたとき、Y=3.4×
10-6 X+0.012 の近似式が得られ、これを検量線と
した。測定した線量をこの式に代入して土壌の放
射性セシウム（134Cs＋137Cs）を推定することがで
きる。この方法では、1,000 Bq/kg 程度、場合によ
っては最大で 2,000 Bq/kg 程度の誤差を生じ、粗い
値しか得ることができないが、P1 における土壌分
析で用いた試料を用いて推定したところ、図 6 と
同じ傾向の放射性セシウムの垂直分布を得ること
ができた（表 3）。 
この方法では用いる試料や測定時間が短くて済
むため、短時間で多数の試料のおおまかな放射性
セシウムの含有量の傾向を知るのに適しているだ
ろう。作製した遮蔽容器は 45 kg 程度の重量があ
るが、円筒状で小さく、持ちあげた場合に体の重
心が体幹から大きく外れることはないため、重量
の割に持ち運びはそれほど苦労しない。 
 
Ⅲ ヒマワリによる除染の検証 
 
原発事故直後、放射性セシウムが沈着した土壌
をヒマワリによって除染しようとするプロジェク
トが各地で立ち上げられ、ヒマワリが復興のシン
ボルとなるほどの大変な盛り上がりを見せた。当
時、ヒマワリに多くの注目が集まったことには理
由があった。ヒマワリの根を用いた水耕栽培試験
によりセシウムが蓄積することを明らかにした研
究（Dushenkov et al., 1997）を紹介した寒地土木研
究所の資料（田本, 2007）の読者の多くが、ヒマワ
リは土壌中のセシウムを除去できると誤読したか
らである。また、2011 年 9 月には、農林水産省が
ヒマワリは除染効果が低いという試験研究成果を
公表（農林水産省, 2011）した。この発表に、ヒマ
ワリに期待を寄せていた関係者は落胆した。2011
年に被災地でヒマワリを復興のシンボルとして盛
深さ(cm) 線量(μSV/h) 推定される 134Cs＋137Cs (Bq/kg) 
0~5 0.037 7000~8000 
5~10 0.012 ~1000 
10~15 0.014 ~1000 
15~20 0.013 ~1000 
20~25 0.013 ~1000 
25~30 0.011 ~1000 
30~35 0.010 ~1000 
35~40 0.012 ~1000 
40~45 0.010 ~1000 
 
表３ 線量から推定した土壌（P1）の 
放射性セシウムの濃度 
 
図 9 土壌中の放射性セシウムの濃度と 
    遮蔽容器内における線量の関係 
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り上げようとしていたさなか、「ヒマワリは除染に
効果なし」という国からの一方通行的な報告を受
けた後の地域住民のその後の戸惑い（例えば、浅
川, 2011）などはその典型的な例であろう。 
農林水産省の調査はヒマワリの地上部のみを分
析して得たものであることや、放射性セシウムは
表土のごく浅い部位に留まっており、根が張って
いる土壌深部には放射性セシウムがほとんど存在
していないことが結果的に放射性セシウムの移行
を抑えることにつながった可能性も考えられる。
著者らは、ヒマワリの除染の効果を再検証する必
要があると考え試験栽培を行うことにした。 
伊達市霊山町大石地区の原発事故後に耕起され
ていない普通畑で、ヒマワリの試験栽培を行った。
放射性セシウムが沈着している表土 5 cm を剥離
し、剥離した土壌を集めて立てた畝（1×2 m）2
畝にそれぞれマルチを張り、ヒマワリの種子（ハ
イブリッドサンフラワー）を 2012 年 4 月 29 日に
播種した。畝の土壌の放射性セシウムの濃度（134Cs
＋137Cs）は 1,608 Bq/kg である。2 つの畝の一方に
は硫安を 100 g 施肥して硫安施肥区とし、もう片
方の畝を硫安無施肥区とした。硫安施肥区を設け
たのは、硫安を施肥することにより土壌中に可給
態として供給されるアンモニウムイオンが、セシ
ウムの土壌への固定を抑制し、セシウムが植物体
に移行しやすくなるためである（天正ほか, 1961）。
このように放射性セシウムをヒマワリに移行させ
やすい条件下で試験栽培を行った。栽植密度は 10
株／1 m2とした。2012年 9月 8 日に両区で栽培し
たヒマワリ 3 株を地上部とともに根部を切断しな
いように無作為に慎重に収穫し、根に付着した土
を洗い流した後、生体重を測定し、電気炉で 100 ℃
で 12 時間乾燥させた後、電気炉で 400 ℃で 10 分
間加熱し、灰化させた。灰化させた試料を U-9 容
器（Φ50 mm×30 mm）に入れ，琉球大学機器分析
支援センターの Ge 半導体検出器（CANBERRA 
BE2825 相対効率 15%）で 134Cs と 137Cs の測定を
行った。灰化後の減量率から、生体の 134Cs、137Cs 
の濃度を求めた。 
表 4 に結果を示す。硫安施肥区で栽培したヒマ
ワリは非施肥区で栽培したヒマワリに比べ、生体
重で 2 倍以上大きくなり、放射性セシウムの吸収
量も増加するが、単位質量あたりの生体中に含ま
れている放射性セシウムはどちらも 29 Bq/kgと差
が見られなかった。今回行ったヒマワリの除染実
験におけるヒマワリの根を含む分析結果から、土
壌からヒマワリに移行した放射性セシウムの移行
係数（TF）は 0.018 と低く、ヒマワリファイトレ
メディエーションの作物として適していないこと
があらためて明らかとなった。 
 
Ⅳ おわりに 
 
福島県伊達市の調査地域において、市販の線量
計や安価な材料を用いた環境放射能の調査を Ge
半導体検出器による分析を併用して行った。また、
ヒマワリ栽培による除染の効果を検証する実験を
行った。その結果以下のことが明らかになった。 
 硫安無施肥区  硫安施肥区 
生体重(g)  A 342.5 769.7 
A の灰化試料(g)  B 23.8 36.4 
濃縮率   C(=A/B) 14.4 21.1 
灰中の 134Cs  (Bq/kg) 143  204  
灰中の 137Cs  (Bq/kg) 280  410  
灰中の 137Cs+137Cs (Bq/kg)  D 423  614  
生体中の 137Cs+137Cs (Bq/kg)  D/C 29.4 29.0 
 
表 4 ヒマワリ中の放射性セシウムの濃度 
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山林内では、調査期間中の空間放射線量の減少
率は 23~32%と、放射線壊変によって想定される減
少量よりも大きく、森林外へ流出する渓流水で放
射性セシウムは検出されないことや、森林土壌の
分析結果から、下層への移動の影響によるもので
あると推測された。森林土壌では 40 cm 以深でも
134
Cs が検出され、真砂の土壌では放射性セシウム
の土壌下層への移行が大きいことが示された。ま
た、森林内では、地形や植生の影響などから、線
量が高いところが土壌に沈着した放射性セシウム
の濃度が高いとは限らない場合があることがある
ことが分かった。こうした森林内の局所的な放射
線量の差異は、航空機モニタリングでは得られな
い情報である。本研究は、身近な線量計を用いな
がらも、長期間コンスタントに調査することによ
り、こうした有用な情報を得ることを見出した点
に意義があるといえる。 
今回調査を行った河川の調査箇所では、河原に
おいて放射線量が周辺地域よりも大幅に低いこと
が分かった。これは、原発事故により沈着した放
射性セシウムの大部分が増水時に流されたことに
よるものと考えられる。伊達市内では、原発事故
以降、野外で川や露頭の観察を行うことが困難な
状態にあるが、河原は貴重な理科教育の場であり、
今後、放射線防御の観点からの安全性の評価も含
め、利用について検討を行うことが望まれる。 
線量計を用いた簡易土壌分析装置の開発では、
市販されている鉛製の遮蔽容器の 1/10程度の費用
で、なおかつ簡単な方法で鉛製の遮蔽容器を作製
できる方法を示した。開発した簡易土壌分析装置
を用いることにより、短時間に多数の試料を分析
することができるようになった。開発した装置に
よる分析では、1,000 Bq/kg 程度の誤差はあるもの
の、分析に必要な試料は少量で済むことから、局
所的に放射性セシウムの濃度が高い部位が見られ
るような森林土壌の広範な調査を行うために有効
に活用できるだろう。 
試験栽培を行った根系を含むヒマワリ生体中の
放射性セシウムの濃度は 29 Bq/kg と低く、硫安を
施肥しても単位生体重あたりの放射性セシウムの
移行は増加しなかった。ヒマワリはファイトレメ
ディエーションの作物として適していないことが
明らかになった。 
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